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第1章 序論

1.1 研究の背景

近年、気候変動問題や地球温暖化を巡る議論では、脱炭素化が主流となり、現在では世界共通の

目標となっている。それとともに、風力発電 (Wind Turbine : WT )や太陽光発電 (Photovoltaic :
PV)などの再生可能エネルギーは発電コストが低減し、電力系統への導入が急速に進んでいる。
日本では、2012年に固定価格買取制度 (Feed-in Tariff : FIT)の導入により、再生可能エネルギー
の導入が着実に進展している。特に、PVは比較的設置しやすいという特徴などにより、再生可能
エネルギーを利用した発電設備の中でも、突出して導入が進んている。図 1.1は日本で FITの実
施により PVの導入量と 2030年までの導入推計を示す。

図 1.1: PVの導入量と今後の導入推計 [1]

2021年には、日本政府により 2050年カーボンニュートラル目標と 2030年の温室ガス排出削減目
標が発表され、今後再生可能エネルギーの更なる導入が予測されている。文献 [2]によると、2030
年度の温室効果ガス 46%削減に向けては、PVの導入量を 103GW以上に増加させる必要があると
予想される。

日本では、エネルギーの安定供給 (Energy Security)、経済効率性 (Economic Efficiency)、環境
への適合 (Environment)、安全性 (Safety)「S+3E」というエネルギー政策の原則があり、再生可
能エネルギーの主力電源化が進められいている一方、その原則に対して大きな懸念が生じつつあ

る。電力系統の安定性を確保するためには、電力の需要と供給とのバランスを常に維持し、周波

数を一定範囲内に保つ必要がある。WTや PVなどの出力変動再生可能エネルギーは日射量、風
速、気温などの気象条件により発電の出力が変動してしまうため、周波数変動や電圧変動などの

事態が発生する恐れがある。加えて、今までの電力系統は火力発電を主な調整力として、需給バ

ランスを維持してきたが、今後再生可能エネルギーの増加とともに、火力発電の稼働率が低下し、

調達できる調整力が不足する事態が想定される。そのため、火力発電を代替する新たな調整力を

確保する必要がある。

分散型エネルギー源 (DER : Distributed Energy Resources)の普及拡大とモノのインターネット
(IoT : Internet of Things)による統合制御技術の発展により、需要家側の蓄電池 (BESS : Battery
Energy Storage Systems)、電気自動車 (EV : Electric Vehicles)、ヒートポンプ給湯機 (HPWH :
Heat Pump Water Heaters)などの 応答性と制御性が優れるDERをアグリゲートし、制御するこ
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とで、いわゆるデマンドレスポンス (DR : Demand Response)やバーチャルパワープラント (VPP
: Virtual Power Plants)などの新技術は調整力として期待されている。
図 1.2にはVPPとDRの関係を示す [3]。VPPはDERの保有者もしくはアグリゲータなどの

第三者がDERを制御することで発電所と同機能を提供する技術であり、DRは需要家側の可制御
負荷もしくは発電、蓄電設備を制御することで、電力需要を調整する技術である。

図 1.2: VPPとDRの関係

VPPの実証例として、オーストラリアの再生可能エネルギー機関 ARENAと電力会社 Simply
Energyによる VPPxというプロジェクトが挙げられる [4]。 VPPxにおいては、Simply Energy
は南オーストラリアにある 1200戸以上の需要家と契約し、需要家が所有したBESSをアグリゲー
トすることで、その地域の電力系統に 6.5MW以上の調整力を提供できると予想される。実証にお
いては、BESS群が周波数変動に対してどのような効果を与えるのか、また電力会社と需要家に対
して電力市場に参入した後どの程度の価値があるのかに関して検討された。周波数変動への効果

を検証するために、系統周波数のデッドバンドを 49.99〜50.01Hzに設定し、実証を行った。図 1.3
に示すように、周波数 (赤い線)が 49.99Hzより低くなった場合に、BESS群に必要な放電電力 (灰
色の線)が系統側に計算され、BESS群 (黄色の線)が速やかに放電し始めた。周波数が 50.01Hzよ
り高くなった場合に、BESS群は系統からの計算結果に応じて蓄電を始めた。結果として、BESS
群の周波数変動への効果が確認された。

需要家可制御機器を活用した DRを調整力として利用するプロジェクトも世界中に検討されて
いる。需要家可制御機器を活用した DRは以前ではピークシフトにおいて利用され、図 1.4の 2©
と 3©のように可制御負荷の使用時間を電力の使用量が多い時間帯から電力を比較的少ない夜間な
どの時間帯にシフトすることで、最大電力需要を削減する。現在では、通信技術の発展とともに

リアルタイム制御が可能となるため、図 1.4の 1©のように需給バランス調整などのアンシラリー
サービスや PVの大量導入によるダックカーブの対策としても応用されている。
カリフォルニア州のDRポテンシャルを評価するレポート [6]では、”Shimmy” DR（ファスト

DR）が下記の二種類の調整力としてのポテンシャルについて評価された。

• Load Following: 制御信号が 5分おきで更新

• Regultion: 制御信号が 4秒おきで更新
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図 1.3: VPPxにおける周波数変動に対する効果の実証

図 1.4: 可制御負荷を活用したDR[5]

図 1.5によると、”Shimmy”DRの可制御負荷はこうした二種類の調整力として系統に導入した
場合、元々これらの調整力を負担していた BESSを、昼間における PVの出力抑制緩和するのに
利用することができる。また、このレポートによると、2025年まで、合計 1200MWの DRの調
整力が調達でき、カリフォルニア州独立系統運用機関 (CAISO : California Independent System
Operator)に 4億ドル以上の利益をもたらすことができると予想される。

VPPや DRが電力市場に参入しやすい環境を構築するため諸外国が多くの促進策を講じてい
る。従来、提供できる容量が少ない需要家が電力市場に参加するのは難しいが、イギリスやドイ

ツなどの欧米諸国は最小入札単位を下げることで、小規模な電源でも市場に参入できるようにし

た [7]。また、各DRプログラムは応用されるシチュエーションが異なることにより、異なる情報
通信プロトコルや情報セキュリテイ要件を備えているそのため、DRを連携することが非常に難し
い。アメリカではOpen ADR(Open Automated Demand Response )という規格が策定され、電
力会社や ISOと需要家の間の通信モデル・通信プロトコルが規定されている [8]。DR抑制量・時
間、電力価格、メーター情報など様々な情報がOpen ADRを通じて、交換可能となる。結果とし
て、より多くのDRの連携が可能となり、DRの電力市場への参入を大きく推進した。
日本では、VPP、DRの事業者や新電力等の市場参加拡大にあたり、より安定的な電力を供給

し、より効率的に調整力を調達し、また調整力コストを低減するため、2021年 4月から需給調整
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図 1.5: Shimmy DR なしとありの場合の BESSの利用率

市場が開設された。需給調整市場での取引は図 1.6に示される。三次調整力 2©は既に運用開始と
なり、他の調整力は 2022年から順次に運用開始する予定である。また、需要家側の PVの余剰電
力やBESSによる逆潮流をアグリゲーターすることで調整力としての活用について ERAB検討会
において検討されている [9]。逆潮流アグリゲーションを調整力として活用するためには、事前に
各需要家の提供できる逆潮流電力、すなわち受電点電力の基準値を予測する必要がある。しかし、

気象条件に影響されやすい PVや需要家側の実際の操作等により、精度良く基準値を予測するの
は困難となる。そのため、いかに需要家側の需要を調整することで受電点電力の変動幅を小さく

し、安定な逆潮流電力を提供できるのは大変重要である。

図 1.6: 需給調整市場での取引

1.2 研究の目的

本研究では、PVと HPWHを備えている一つの需要家を検討対象とし、HPWHの消費電力を
制御することで、受電点電力変動を小さくする調整手法について検討する。給湯需要のデータが

ある業務用HPWHを一例として、適切なHPWHの運用方法について検討する。 PVの出力が主
に昼に発生し、夜間になると出力がなくなる。一方、多くの需要家は給湯需要が夕刻から夜間に発
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生するときが多いため、PVの出力とHPWHの給湯需要は時間的に一致しない場合が多い。本検
討では、太陽光を最大限に利用するため、給湯需要の時間特性とHPWHの運転の割り付けを行う
ことを考慮し、時間分割給湯需要解析を行う。また、先行研究 [10] [11]では、HPWHを PVに合
わせて運転することで、PVの出力変動を緩和する手法を検討したが、実際のPVの出力を考慮し
ないため、提案された手法が PVの出力変動に対してどの程度有効なのかを確認できなかった。
本研究では、実際の PVの出力変動と前述した時間分割給湯解析の結果等を制約条件とし、最適
化することで、HPWHの運転計画を決定し、PVの出力変動による受電て電力変動を有効に抑制
できるかを検討する。また、天気急変による PVの出力予測が外れが発生した場合、HPWHの運
転計画の再計画について検討する。

1.3 研究の構成

本論文の構成は図 1.7に示される構成となっている。

第1章　序論

第2章　可制御需要家機器として
     のヒートポンプ機器

第3章　検討対象のシステム
 

第4章　給湯需要分析　

第5章　受電点電力調整手法の検討

第6章　結論　

図 1.7: 本論文の流れ

まず「第 1章　序論」では PVの普及状況と調整力不足という現状を述べ、DRやVPPなどの
新技術についての近年の実証事例と電力市場の参入を挙げ、本研究の目的を述べる。「第 2章　
可制御需要家機器としてのヒートポンプ機器」代表的な可制御需要家機器の現状と研究動向を整

理し、ヒートポンプ機器の原理を述べ、本研究で使用された業務用 HPWHの有用性について論
じる。「第 3章 検討対象のシステム」では検討対象のシステムの構成を述べ、先行研究による業
務用 HPWHのモデルと本研究の PVのモデルを説明する。「第 4章 給湯需要分析」では業務用
HPWHの運転計画を策定するために必要となる給湯需要を予測するため、対象の給湯需要の解析
を行う。「第 5 受電点電力調整手法」では、受電点電力変動を抑制するため、第 3章のモデルと第
4章の解析結果を用いて、業務用 HPWHが PVの出力と合せるような運転計画の最適化を行い、
天気急変によるHPWHの運転計画の再計画についても検討する。最後に「第 6章　結論」にて、
本論文を総括する。

5



第2章 可制御需要家機器としてのヒートポンプ

機器

本章では、代表的な可制御需要家機器いついて説明する。その上、本研究で扱うヒートポンプ

機器の原理を述べ、HPWHの調整力としての有用性について検討する。

2.1 可制御需要家機器

前章に述べたように、電力系統の ICT化とDERの普及が進めている中、需要家可制御機器を
活用したDRは調整力として期待されている。しかしながら、調整力として利用するためには、可
制御機器は以下の三つの条件を備える必要がある。

• 電力変動をカバーできる機器容量があること

• 系統運用者またアグリゲータの指令に十分な応答速度があること

• 可制御機器を所用した需要家の利便性を損なわないこと

HVAC、EV、HPWHという三つの可制御機器は以上の条件を満たす例として挙げられる。様々な
シチュエーションに合わせて、需要家可制御機器を制御するという類の研究は多く行っている。

• 暖房、換気、及び空調 (HVAC : Heating,Ventilation,and Air Conditionting)
多くの国では HVACのエネルギー消費量はエネルギー消費量の 40%以上に占める。近年、
最適制御などの性能の導入により、省エネの効果は大幅に上がり、高精度な制御も可能とな

る。そのため、文献 [12]、HVACを可制御機器としてBESSと合わせて最適運転について検
討され、文献 [13]では HVACが群制御DRとしての効果が評価され、このようなのDRに
おける HVACに関する研究は多く行われた。図 2.1に示したように、日本でもは冷房と暖
房を合わせて 27%となるということから、HVACの割合は相当高いと推計できる。しかし、
HVACの制御は需要家利便性に繋がり、また蓄電池あるいはHPWHのようにエネルギーを
貯蔵装置がないため、制御可能な時間帯が限られており、フレクシビリティーに欠けるとい

う課題がある。　

• EV
日本は国内において乗用車の新車販売に占めるEVの割合を 20〜30%までに拡大することを
目指している [14]。また、EVに搭載された蓄電池の容量増加により、近年 BESSのように
電力の調整役として期待される。車載蓄電池を活用し、電力系統に繋がることで、必要な時

に電力を供給するという技術である V2Gは世界中に実証されている。文献 [15]では、EV
の車載蓄電池が DRにおけるポテンシャルについて検討され、文献 [16]では、マイクログ
リッドにおける需給バランスの維持するため、ゲーム理論を利用するEVとBESSの運転を
最適化する手法が提案された。しかし、EVは移動手段でもあり、昼間に場所が変わる時が
多いため、PVの余剰電力を活用することと安定な調整力の提供することが非常に難しいと
される。

• HPWH
HPWHはHVACと同じヒートポンプ機器であり、本研究で検討される可制御機器である。
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2.1に示すように、給湯の割合は 28.8%であるため、今後 HPWHの普及とともに、大きな
機器容量を提供することできると予想される。エネルギー貯蔵装置として、同じ容量の場合

では、BESSよりコストが少ないこともHPWHのメリットである。ヒートポンプ機器はと
HPWHの詳細は次節から述べる。

図 2.1: 日本の世帯当たりのエネルギー消費原単位 [17]

これらの可制御機器、BESS、PVなどBTM(Behind-the-meter)のDERを統合することで、監視、
予測また制御を行うシステムとして、分散型エネルギー資源管理システム (DERMS : Distributed
Energy Resources Management System)はアメリカを中心に開発されいる。図 2.2に、DERMS
の構成が示される (DMS: Distribution Management System)。文献 [18]では、DERMSは需要家
に対して BESSの使用の抑制、更なる経済的なインセンティブなどのメリットを提供できると示
した。文献 [19]と [20]では、系統側に対してDERMSで受電点電圧上昇の問題の改善と配電系統
におけるDER導入可能容量の増大について検討された。

図 2.2: DERMSの構成 [21]

2.2 ヒートポンプ機器の原理

省エネと脱炭素化の観念により、ヒートポンプ技術は一次エネルギー消費量の削減、CO2排出

の削減を達成するための重要な技術と認識されている。日本では、ヒートポンプの導入を推進す
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るため、ヒートポンプの新設や増設に対して政策的な支援を行っている。経産省の令和 2年度第 3
次補正予算の事業概要において、産業・業務部門における高効率ヒートポンプ導入促進事の予算

額は 46.5億円となる [22]。今後ヒートポンプ機器の更なる導入が予想される。
図 2.3に示すように、ヒートポンプは圧縮機、蒸発器、凝縮器、膨張弁の四つの基本機器により

構成され、低い温度でも蒸発可能となる冷媒の熱力学サイクルを利用し、空気中の熱を集めて運

ぶシステムである。図 2.4には、ヒートポンプにおける冷媒であるCO2変化の P-h線図を示す。
蒸発、圧縮、凝縮、膨張という四つの過程により冷媒の一連のサイクルを完成する。

• 過程 1（蒸発）：冷媒は蒸発器で空気や水から吸熱し、低温低圧のままで、気液混合状態から
気体状態に変化する

• 過程 2（圧縮）：冷媒は圧縮機で圧縮され、高温高圧の気体状態に変化する

• 過程 3（凝縮）：冷媒は凝縮器で凝縮され、外部へ放熱し、高圧の液体状態に変化する

• 過程 4（膨張）：冷媒は膨張弁で減圧され、低温低圧の気液混合状態に戻る

ヒートポンプは外部から熱を利用するため、ほとんど圧縮過程で消費された電力量以上の熱量

を生成することが可能となる。ヒートポンプの冷媒サイクルには放熱・吸熱両方があるため、冷

熱源や温熱源として、利用されることができる。単位消費電力当たりの加熱・冷却能力は成績係

数 (COP : Coefficient of Performance)で評価する。図 2.4に示すように、圧縮機に消費された電
力をQ1とし、蒸発において吸収した熱量をQ2とし、凝縮において放出した熱量をQ3 (Q1+Q2)
とする。冷熱源と温熱源の COPは式 (2.1)と式 (2.2)で表す。

COP =
Q2

Q1
(2.1)

COP =
Q3

Q1
(2.2)

蒸発器

凝縮器

圧縮機 膨張弁

吸熱

放熱

図 2.3: ヒートポンプの構成

COPは大きいほど省エネ効果は大きくなる。文献 [23]により、受電端効率が異なるため、欧州
では COPが 1.7以上で省エネとなり、日本では 2.4以上で省エネとなる。また、ヒートポンプは
外部から吸熱するため、外気温により COPが大きく変動してしまう。そこでその代わりとして、
通年エネルギー消費効率 (APF : Annual Performance Factor)が用いられている。ヒートポンプ
の通年の消費電力量をPannualとし、通年の吸収・放出熱量をQannualとした場合、APFは式 (2.3)
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図 2.4: ヒートポンプの P-h線図

に示す。近年、業務用HPWHの中間期COPは 4.5までとなり、家庭用エアコンのCOPは 8.0以
上に伸ばした [24]。

APF =
Qannual

Pannual
(2.3)

2.3 ヒートポンプ給湯機

HPWHの構成は図 2.5に示すように、前節に紹介されたヒートポンプユニットと貯湯ユニット
より構成される。ヒートポンプユニット内で冷媒を圧縮加熱することで沸かしたお湯を貯湯タン

クに貯めておき、必要となる際に、水と混ぜ合わせて任意な温度で給湯を行う。貯湯タンクを備

えているのは、HPWHが開発された際に電力需要少なく、電気料金比較的に安い夜時間帯に運転
させることでピークシフト効果を想定されたためである。事前に生成されたお湯を貯湯槽に貯め

ることは、多少熱量の損失があるが、エネルギーを熱量の形で貯蔵できる。このような時間的な

フレクシビリティーがあるため、ピークシフト以外のアンシラリーサービスにも期待できる。

図 2.5: HPWHの構成 [25]
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HPWHは 2001年商品化されて以来、様々なシチュエーションを想定し、他種な製品が開発さ
れており、大別すると、家庭用HPWHと業務用HPWHという二種類に分けられる。図 2.6に家
庭用の累積出荷台数と年別出荷台数を示し、図 2.7に業務用の累積出荷台数と年別出荷台数が示さ
れている。紫線、緑縦棒はそれぞれ累積出荷台数と年別出荷台数を意味する。家庭用HPWHは既
に 700万台を超え、業務用HPWHは 5万台以上に伸びてきて、今後更なる普及を期待される。
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図 2.6: 家庭用HPWHの累積出荷台数と年別出荷台数 [26]
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図 2.7: 業務用HPWHの累積出荷台数と年別出荷台数 [26]

業務用HPWHは家庭用HPWHより給湯需要が多く、消費電力が多いため、アンシラリーサー
ビスを行う際の電力系統へ貢献度が大きい。群制御の形で、最低入札量が要求された需給調整市

場へ参入しやすいという利点も考えられる。また、業務用HPWHの給湯需要はランダム性が多い
家庭用HPWHより予測しすいため、本研究での検討対象を業務用HPWHとする。
また、同じエネルギーを提供できるBESSと比べ、コストがかなり低いのは一つの利点である。

460Lの家庭用HPWHを例として、お湯を 20◦から 70◦まで加熱し、貯湯タンクが満タンになる際

に、式 (2.4)によると、26.7kWhの熱エネルギーを貯蔵することができる。文献 [27]によると、現在
日本での家庭用BESSの価格は工事費を除いて、14.0万円/kWh程度となる。そのため、26.7kWh
のエネルギを貯蔵できる家庭用 BESSを備えるためには 373.8万円が必要となる。また、460Lの
家庭用HPWHの価格はメーカにより、多くのが 95万〜110万円になるが [28] [29] [30]、実勢価格
は 20万〜35万円になる。家庭用 BESSのコストが家庭用 HPWHより 10倍以上になることが分
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かる。

Q[kWh] =
V × (70− 20)× 1.0× 4.18

3600
(2.4)

文献 [31]に、業務用HPWHで最大業務用の給湯需要の60%賄う場合、2025年に総計約1800MW、
2030年に総計約 4000MW、2050年総計約 14000MWの機器容量を提供できることが示されてい
る。需給調整市場の最低入札容量 10MWであるため、調整力として利用する可制御機器に十分の
機器容量であることがわかる。

先行研究 [10]では、本研究で利用したHPWHに対して、起動指令や停止指令、運転モード切替
指令を送信してからの無駄時間と応答特性について実機実験で測定された。起動指令と運転モー

ド切替しれに対して、消費電力の応答の無駄時間は 63秒と 187秒である。対象HPWHは省エネ
モードと最大負荷運転モードという二つのモードを備えており、省エネモードの消費電力の応答

は 40秒の一次遅れ、最大負荷運転モードは 228秒の一次遅れで近似できる。ニ次調調整力と三次
調整力どちらとして応答速度が十分であることがわかる。

HPWHは貯湯タンクを備えており、所用者がお湯を使用する際に十分なお湯がなく、湯切れが
発生すると生成したお湯が貯湯タンクの容量上限を超えるようなことが起きなければ、需要家の

利便性へ特に影響が出ないと言える。

業務用 HPWHは主に温泉施設などの場所に利用され、給湯需要が家庭用のと比べて規則性が
あるものの、カレンダーにより利用客数が変化するため、給湯需要もある程度の変化がある。PV
も出力変動に対してHPWHはどの程度の消費電力を提供するのか、その給湯需要の把握は必要で
ある。本研究では、業務用 HPWHを対象とし、先行研究 [10]で需要家の利便性を考慮し提案さ
れた給湯需要分析手法を改善することで、より精度良く給湯需要を予測し、さらにより有効な湯

切れ対策を提案する。

2.4 本章のまとめ

本章では、まず代表的な需要家可制御機器の研究動向を整理し、調整力としての応用に関する

課題について述べた。その後、ヒートポンプ機器の原理について述べた最後に、本研究の検討対

象のHPWHの構成と普及状況を説明した上で、調整力としての有用性を検討した。
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第3章 検討対象のシステム

3.1 システムの概要

本研究で検討対象は自家消費型 PVと業務用HPWHを備えている一つの需要家となり、図 3.1
に示されているシステムである。業務用HPWHは 2台があり、制御対象としてPVから発電した
電力を消費する。PVの発電した電力はHPWHだけに消費されると仮定するため、余剰電力は全
部逆潮流の形で受電点を通じ、電力系統に流れる。また、PVの出力がHPWHの消費電力に足り
ない場合、電力系統はその足りない分の電力を提供する。

制御対象：二台業務用HPWH
自家消費型PV

需要家

電力系統
受電点

図 3.1: 検討対象のシステム図

3.2 ヒートポンプ給湯機のモデル

本研究で使用した業務用HPWHのモデルは先行研究 [10]と [11]で取得されたものを利用する。
二台のHPWHのモデルは同じと仮定する。本検討で使用したHPWHは省エネ運転モードと最大
負荷運転モードという二つのモードがある。また、HPWHの運転の途中に二つのモードが互いに
切り替えることが可能であるため、消費電力の制御が可能となる。二台の HPWHは合わせて運
転することで、図 3.2に示すように、停止を含め合計 6パターンで制御可能となる。 Pecoと Pmax

はそれぞれ省エネ運転モードと最大負荷運転モードの消費電力を意味する。 HPWHの消費電力
及び加熱能力の定格カタログ値を表 3.1に示す。
先行研究 [11]では、消費電力Phpwhと加熱能力Qhpwhは外気温 Tampによる一次近似で推定する

ことが示された。省エネ運転モードにおいて、HPWH内部の制御が異なるため、PhpwhとQhpwh

は図 3.3と図 3.4に示されたように、9◦Cで分けられ、折線の形と近い。そのため折線近似を行っ
た。線形回帰式を式 (3.1)〜(3.4)に示す。最大負荷運転モードにおける Phpwh と Qhpwh は図 3.5
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図 3.2: 二台のHPWHの消費電力の制御パターン

表 3.1: HPWHの定格カタログ値

省エネ運転モード 最大負荷運転モード

中間期 9.43 16.0
定格消費電力 夏期 9.46 14.0

[kW] 冬期 10.6 16.2
中間期 40.0 56.0

定格加熱能力 夏期 40.0 51.9
[kW] 冬期 40.0 46.8

と図 3.6のように線形回帰で推定可能となる。 PhpwhとQhpwhの線形回帰式は式 (3.5)と (3.6)で
表す。

Phpwh[kW] = −0.652× Tamp + 1.60,Tamp < 9◦C (3.1)

Phpwh[kW] = −0.0708× Tamp + 1.08,Tamp ≥ 9◦C (3.2)

Qhpwh[kJ] = −1.93× Tamp + 4.96,Tamp < 9◦C (3.3)

Qhpwh[kJ] = 0.314× Tamp + 2.94,Tamp ≥ 9◦C (3.4)

Phpwh[kW] = −0.108× Tamp + 1.69 (3.5)

Qhpwh[kJ] = 0.472× Tamp + 4.50 (3.6)

[10]に推定されたHPWHの入口水温 Tinと外気温 Tampの一次近似式は (3.7)で表す。なお、水
の定圧比熱を 4.18kJ/(kg·K)、密度を 1.0 kg/L 、出口水温を 70◦ Cとする場合、Qhpwhと生成湯

量 Vprodの関係は式 (3.8)で表す。こうして、外気温と HPWHの運転モードだけが分かれば、消
費電力と生成湯量を推定可能となった。本研究で用いた外気温データが [32]に示された月別の平
均気温である。
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図 3.3: 省エネ運転モードの消費電力の定常特性
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図 3.4: 省エネ運転モードの加熱能力の定常特性
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図 3.5: 最大負荷運転モードの消費電力の定常特性
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図 3.6: 最大負荷運転モードの加熱能力の定常特性

Tin[
◦C] = 0.222× Tamb + 1.48 (3.7)

Vprod[L] =
Qhpwh

(70− Tin)× 1.0× 4.18
(3.8)

3.3 太陽光発電のモデル

受電点電力を計算するために PVの出力が必要となる。本研究でNEDOの日射量データベース
による日射量データ [33]に基づき、PVの出力電力 Ppvの計算を行った。式 (3.9)で日射量データ
は斜面へ入射する直達成分、天空散乱成分、地面反射成分を個々に計算し、それらを合成した斜

面日射量であるため、式 (3.9)で PV出力を計算することが可能になる。R、Pcap、η はそれぞれ

日射量、PVの発電容量、損失係数を意味する。

Ppv[kW] = R× Pcap × η (3.9)

また、 Pcap、ηを 20kW、0.85としている。 20kWはPVの一年の発電量が実際のHPWHの一
年の消費電力量の 2倍とした際に得られた値である。

NEDOの日射量データベースの年間時別日射量データベースでは日本国内 837地点の 20年間
の日射量データを用いて各地点の平均年間日射量、多照年間日射量、寡照年間日射量を備えてお

り、1時間毎の方位角別、傾斜角別の日射量も推定可能となる。平均年間日射量は各地点における
長期間の観測資料から月毎に最も平均的な年を抽出し、それらを 1 年間分つなぎ合わせた人工的
なデータにより、スムージングされたものである。多照年間日射量と寡照年間日射量は月別に選

定された日射量が多かった月と少なかった月を 1 年間分組み合わせたものである。本研究で使用
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した HPWHの給湯需要データは新島にある温泉施設 [34]のもののため、新島の平均年間日射量
データベースを元に計算を行った。

太陽光パネルの方位角と傾斜角は図 3.7に示すように表す。太陽光パネルが受ける年間日射量を
最大化するため、傾斜角を緯度に等しい角度で南向きにパネルを設定する必要がある。新島の緯

度 34◦Nであるため、傾斜角を 30◦とした。また、真南に設置するため、方位角を 0◦とした。

S

W

方位角

傾斜角

図 3.7: 太陽光パネルの方位角と傾斜角

3.4 本章のまとめ

本章では、まず、本研究の検討対象システムのシステムの構成について述べた。その後HPWH
の各モードの消費電力と加熱能力の外気温による一次近似式について述べた。また、生成湯量は

加熱能力と水の定圧比熱により求められるため、外気温とHPWHの運転モードで、生成湯量と消
費電力が推測可能となる。最後に、受電点電力の計算とHPWHの運転計画策定に必要なPVのモ
デルについて述べた。
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第4章 給湯需要分析

PVの出力変動を補償し、受電点の電力を激しく変動させないため、HPWHをなるべく PVの
出力と合わせて昼間に運転させ、夜に使う予定のお湯を昼間に生成させる。しかし、夜にお湯を使

い切ってしまう場合、HPWHは追い焚きを行うため、受電点電力は大きく変動する。そのため、
給湯需要を事前に予測することは大変重要である。本章では、先行研究 [10]の給湯需要分析手法
を参考しつつ、PVの出力とHPWHの給湯需要が時間的に一致しないということを考慮し、新た
な分析手法を提案する。また、その分析の結果をもとに、より精度良く予測できるタンク内累積

湯量範囲を示す。

4.1 太陽光発電の出力とヒートポンプ給湯機の給湯需要の時間特性

図 4.1は、本研究で使用した日射量データにより作成した PVの各時刻での平均出力の図であ
る。PVの出力は天気の変化や雲の動きによりに大きく変動するが、基本的に昼に最大となり、夜
間になると、出力がなくなる。本研究で使用した HPWHは温泉施設に所有された業務用のもの
であるため、家庭用HPWHと比べて、昼間の運転はかなり多くなる。図 4.2は 2016年から 2019
年まで合計 1231日のHPWHの実データにより算出した、1日 30分おきの平均給湯需要である。
対象 HPWHは、午前中から需要が発生し始め、15時から顕著に増加する。給湯需要は朝から発
生するが、主に 15時以降に発生すると言える。
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図 4.1: 一時間おきの PVの平均出力

4.2 時間分割クラスタリング

先行研究 [10]では、給湯需要を予測するため、k-means法によるクラスタリングを行うことで、
給湯需要の分類を定量的に行った。

k-means法は、データの大きさで事前に指定したクラスター数にデータを分類するアルゴリズ
ムであり、クラスターの平均値を用いてクラスタ内のデータを調整するため、k点平均法とも呼ば
れる。 k-means法は下記のような手順を行う。

1. 最初に各データを何個のクラスターに割り振るのかを決める

16



 0

 50

 100

 150

 200

 250

 0  2  4  6  8 10 12 14 16 18 20 22

H
o
t 

W
a
te

r 
D

e
m

a
n
d
[L

]

 Hour 

図 4.2: 30分おきの平均給湯需要

2. 次に各クラスターにデータをランダムに割り振る

3. 各クラスターに割り当てられたデータについて平均値を計算し、クラスターの平均値とする

4. 各データについて上記で計算されたクラスターの平均値との距離を計算し、距離の一番近い
クラスターに割り振り直す

5. 3と 4をクラスター内のデータが変化しなくなるまで繰り返す

1日の秒ごとの累積給湯需要の推移を式 (4.1)のようなベクトルで表示し、このベクトルを対象
として、クラスタリングを行った。

V (date) =
(

Vdem(0) Vdem(1) · · · Vdem(86398) Vdem(86399)
)

(4.1)

クラスター内のデータのカレンダーとの関連性を調べることで、カレンダー情報から累積給湯

需要の推移を事前に概ね予測可能となる。クラスター数を事前に決める必要があるため、先行研

究 [11]では、Dunn Index(DI)を用い、クタスター数が 2〜8までの妥当性の評価を行った。DIは
高い程良い指標であり、実際にクタスター数を増やすと、DIが殆ど変化しなかった。また、クラ
スター数が多くなると、データの分類が細かくなってしまい、クラスターごとのラベリングが困

難になる。そのため、クラスター数が 3〜5個の結果から、クタスターの区別しやすい 4個を選ん
で、1日当たりの給湯需要を施設定休日、平日、土日という 4つのクラスターに分けた。
この手法においては秒ごとの累積給湯需要のベクトルでクラスリングを行ったのは、各時点の

給湯需要を十分把握する必要があるという考え方であったが、図 4.2に示されたように、昼間の給
湯需要はそこまで多くなく、HPWHを昼間にある程度運転させれば、湯切れが発生する確率はか
なり低いと考えられる。なお、先行研究のクラスタリングの結果では、各時点の累積給湯需要の

大きさより大きく影響される。夜間の給湯需要は同じだとしても、昼間の給湯需要の差により、そ

の 1日が属するクラスターが変わってしまう可能性がある。昼間の給湯需要が小さく夜間の給湯
需要が多い日が、平均給湯需要が少ないクラスターに振り当てられた場合に、予測が外れること

になり、夜間に湯切れが発生する恐れがある。例えば、図 4.3は異なるクラスターに属する二日の
1日の累積給湯需要のプロファイルである。青線の属するクラスターの平均値は赤線の日より大
きいが、1日の最終累積需要では、赤い線の方が多い。赤線の日は青線の日より開始時刻が早く、
終了時刻が遅いが、10時〜20時の累積給湯需要が少ないため、最終累積給湯需要が多くても、式
(4.1)のベクトルの大きさが小さくなる。精度良く予測できるクラスタリングの結果としては青線
と赤線が同じクラスターに分類され、あるいは赤線の日の方は平均値が大きいクラスターに振り
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当てられる。そのため、最も夜間に湯切れ発生するかどうかに関連する最終累積給湯需要を精度

よく予測できない可能性がある。
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図 4.3: 異なるクラスターに属する二日の累積給湯需要

そのため、1日を給湯需要が多い時間帯と少ない時間帯に分け、それぞれ給湯需要を分析するこ
とは、給湯需要をより精度よく予測でき、湯切れを避けることができると考えられる。

前節に述べたように、給湯需要は 15時から顕著に増加するため、分離時刻を 15時とした。 15
時以前と 15時以降という二つの時間帯の給湯需要に対して、それぞれ給湯需要分析を行った。手
法は先行研究と同じく k-means法によるクラスタリングであるが、対象は先行研究のような秒ご
との累積給湯需要のベクトルではなく、各時間帯の最終累積給湯需要（00:00〜14:59の累積給湯需
要と 15:00〜23:59の累積給湯需要）とした。こうすることで、計算の時間を大幅に短縮でき、他
の時点の給湯需要に影響されることがなく、より正確に各時間帯の累積給湯需要を分類できる。

図 4.3の比較として、図 4.4は後述のクラスタリングの結果より作成した分布図である。二つの時
間帯の累積給湯需要のデータをそれぞれ 4つのクラスターに分類し、クラスターの平均値を大き
い順にA1、B1、C1、D1とA2、B2、C2、D2とする。図 4.4から、各クラスターに属するデータ
がはっきり分けられ、先行研究のように最終累積給湯需要の多い日が平均値が小さいクラスター

に振り当てられたようなことがないことが分かった。
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図 4.4: 後述のクラスタリングの結果における各クラスターの分布図

前述したように、k-means法はクラスター数が変われば、結果が大きく異なるため、まず最適

18



なクラスター数を決める必要がある。本研究におけるクラスタリングに使用されたデータは対象

温泉施設の 2016年、2018年、2019年合計 871日の実際の給湯需要データとなる。クラスター数
を変化させながら、15時以前と 15時以降二つの時間帯をぞれぞれクラスタリングし、クラスター
数とクラスターの内偏差を調べた。内偏差は式 (4.2)により計算する。m、nj、xj はそれぞれク

ラスター数、j番目のクラスター内のデータ数、j番目のクラスターの平均値を意味する。図 4.5、
図 4.6に 15時以前と 15時以降の各クラスター数の場合の内偏差を示す。横軸はクラスター数、縦
軸はクラスターの内偏差である。

RMS =

√√√√ 1

871

m∑
j=1

nj∑
i=1

(xi − xj) (4.2)
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図 4.5: 15時以前のクラスター数とクラスター内偏差の関係

1233.3

751.52

504.45

344.25
260.02

209.99 184.22 164.33

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1 2 3 4 5 6 7 8

Ro
ot

 M
ea

n 
Sq

ua
re

Number of Cluster

図 4.6: 15時以降のクラスター数とクラスター内偏差の関係

先行研究と同様、クラスター数を増加すると、クラスター内偏差が減少するが、減少幅は段々

小さくなっていくことがわかる。そこで、15 時以前と 15時以降のデータをそれぞれクラスター
数 3〜5個でクラスタリングし、異なるクラスター数における各クラスターのデータとカレンダー
要素との関連性を調べた。 4.1〜4.3に調べた結果を示す。 15時以前の各クラスターは平均累積給
湯需要が大きい順にA1、B1、C1、D1、E1とし 15時以降の各クラスターは平均累積給湯需要が
大きい順にA2、B2、C2、D2、E2とする。
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表 4.1: クラスター数が 3の時のクラスター分析

月
15時以前

A1 B1 C1

1 水曜日 平日（水曜日を除く） 部分平日、土日祝

2 水曜日 平日（水曜日を除く） 部分平日、土日祝

3 水曜日 平日（水曜日を除く） 土日祝

4 水曜日 一週（水曜日を除く）

5 水曜日 一週（水曜日を除く） 部分土日、GW
6 水曜日 一週（水曜日を除く） 部分土日

7 水曜日 一週（水曜日を除く） 部分土日祝

8 水曜日 平日（水曜日を除く） 部分平日、土日、盆休み

9 水曜日 一週（水曜日を除く）

10 水曜日 一週（水曜日を除く）

11 水曜日 一週（水曜日を除く） 部分日曜日

12 水曜日 一週（水曜日を除く） 部分土日祝

月
15時以降

A2 B2 C2

1 水曜日 一週（水曜日を除く）

2 水曜日 一週（水曜日を除く）

3 水曜日 一週（水曜日を除く）

4 水曜日 一週（水曜日を除く）

5 水曜日 一週（水曜日を除く）

6 水曜日 一週（水曜日を除く） GW
7 水曜日 一週（水曜日を除く） 盆休み

8 水曜日 一週（水曜日を除く）

9 水曜日 一週（水曜日を除く）

10 水曜日 一週（水曜日を除く）

11 水曜日 一週（水曜日を除く）

12 水曜日 一週（水曜日を除く）
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表 4.2: クラスター数が 4の時のクラスター分析

月
15時以前

A1 B1 C1 D1

1 水曜日 平日（水曜日を除く） 土日祝

2 水曜日 一週（水曜日を除く）

3 水曜日 一週（水曜日を除く）

4 水曜日 一週（水曜日を除く）

5 水曜日 平日（水曜日を除く） 土日

6 水曜日 平日（水曜日を除く） 土日 GW
7 水曜日 一週（水曜日を除く） 盆休み

8 水曜日 一週（水曜日を除く）

9 水曜日 一週（水曜日を除く）

10 水曜日 一週（水曜日を除く）

11 水曜日 平日（水曜日を除く） 土日祝

12 水曜日 平日（水曜日を除く） 土日祝

月
15時以降

A2 B2 C2 D2

1 水曜日 一週（水曜日を除く）

2 水曜日 一週（水曜日を除く）

3 水曜日 一週（水曜日を除く）

4 水曜日 一週（水曜日を除く）

5 水曜日 一週（水曜日を除く）

6 水曜日 一週（水曜日を除く） GW
7 水曜日 一週（水曜日を除く） 盆休み

8 水曜日 一週（水曜日を除く）

9 水曜日 一週（水曜日を除く）

10 水曜日 平日（水曜日を除く） 土日祝

11 水曜日 平日（水曜日を除く） 土日祝

12 水曜日 平日（水曜日を除く） 土日祝

クラスター数が 3個の場合は、15時以前においては B1 と C1 にまたがって分類された日があ

るため、予測の精度が下がる可能性がある。 15時以降においては、各クラスターが異なるカレン
ダー特徴があるが、B2に属するデータ多くて、区別がつかないため、予測に誤差が生じる。クラ

スター数 5個の場合は、15時以前と 15時以降のどちらの時間帯においては異なるクラスターにま
たがって分類された日が多く、精度よく予測することが難しい。そのため、最もカレンダー情報

で分類しやすいクラスター数である 4個を本研究のクラスター数とした。 4.2から 15時以前と 15
時以降の給湯需要は月ごとに異なり、同じ曜日でも違う場合が多いことが分かった。水曜日は温

泉施設の定休日のため、給湯需要が最も小さい A1、A2に振り当てられ、ゴールデンウィークと

盆休みは連休のため、給湯需要が最も多いD1、D2に振り当てられた。また、15時以前と 15時以
降のどちらの時間帯でも、基本的に人出が夏に少なく冬に多いというパータンに合致しているが、

8月は休みの日が多くなるため、盆休み以外の日は殆ど給湯需要が二番目多いC1、C2に属する。

表 4.4と 4.5に、15時以前と 15時以降の二つの時間帯をクラスター数 4個でクラスタリングし、
得られた各クラスターの最大値、最小値、平均値、標準偏差を示す。
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表 4.3: クラスター数が 5の時のクラスター分析

月
15時以前

A1 B1 C1 D1 E1

1 水曜日 平日 土日 土日祝

2 水曜日 平日 平日、土日 土日祝

3 水曜日 平日 平日、土日 土日祝

4 水曜日 平日 平日、土日 土日祝

5 水曜日 平日 平日、土日 土日

6 水曜日 平日 平日、土日 土日 GW
7 水曜日 平日 平日、土日 土日 盆休み

8 水曜日 平日 土日 土日祝

9 水曜日 平日 平日、土日 土日祝

10 水曜日 平日、土日 土日祝

11 水曜日 平日 土日

12 水曜日 平日 平日、土日 土日祝

月
15時以降

A1 B1 C1 D1 E2

1 水曜日 平日、土日 土日祝

2 水曜日 一週 一週

3 水曜日 平日、土日 土日祝

4 水曜日 平日 平日、土日祝

5 水曜日 一週 一週

6 水曜日 平日、土日 土日 GW
7 水曜日 一週 一週 盆休み

8 水曜日 一週 一週

9 水曜日 一週 一週

10 水曜日 平日 平日、土日 土日祝

11 水曜日 平日 平日、土日 土日祝

12 水曜日 平日、土日 土日祝

表 4.4: 15時以前の各クラスターの情報

クラスター 日数 最大値 [L] 最小値 [L] 平均値 [L] 標準偏差 [L]
A1 135 362.5 0 51.1 99.3
B1 469 931.5 381.8 700.9 141.1
C1 256 1943.9 933.0 1164.1 202.4
D1 11 4895.5 2188.3 2921.8 751.1

表 4.5: 15時以降の各クラスターの情報

クラスター 日数 最大値 [L] 最小値 [L] 平均値 [L] 標準偏差 [L]
A2 112 1227.7 0 22.6 130.2
B2 457 2927.8 1627.8 2510.5 273.3
C2 273 4444.0 2923.2 3353.1 351.7
D2 29 8080.0 4640.1 5921.8 1073.6
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4.3 クラスタリングにより給湯需要の予測

前節で検討したクラスタリングの結果を活用することで、1日各時点の累積給湯需要の予測が可
能となる。

HPWHにより生成されたお湯は貯湯タンクに貯められるため、タンク内の湯量が容量の上限と
下限の間に収まる必要がある。予測には必ず誤差や外れが生じるため、給湯需要の予測において

は、予測値が実測値より少ない場合ても湯量がタンク容量の下限より湯切れが発生しなく、予測

値が実測値より多い場合ても貯湯タンクの容量上限に超えないように、誤差範囲を設定する必要

がある。

先行研究では、クラスターの平均値を予測値とし、±標準偏差を予測誤差とした。図 4.7に、灰
色の上限を Vupーlim+ µ−σとし、下限を Vlo−lim+µ+σとする。µは属するクラスターの累積給湯需

要の平均値、σは標準偏差、Vupと Vlowは貯湯槽の上下限値となる。灰色部分は各時点のタンク内

の累積湯量の許容範囲である。累積給湯需要が予測値µより多い場合ても、µ+σを超えないなら、

湯切れが発生しなく、累積給湯需要が予測値µより少ない場合ても、 µ−σを超えるなら、タンク

からお湯が溢れない。そのため、1日において、HPWHの初期湯量と各時点の累積生成湯量との
和が灰色部分に収まるのは望ましい。

Volume [L]

Time

μ
μ+σ

μ-σ

Vup-lim

Vlo-lim

Vup-lim+μ-σ

0:00 24:00

Vlo-lim+μ+σ

図 4.7: タンク内累積湯量の許容範囲と累積給湯需要の予測範囲

本研究では、先行研究と同じ考え方をした。表 4.6と表 4.7は 15時以前と 15時以降の二つの時
間帯の各クラスターがµ±σと比較し、各範囲に収まる割合である。 15時以前において、データの
数が最も多い A1でも、µ±σの範囲を用いた予測が精度が 62.9% になり、他のクラスターの精度
がより上回る。また、15時以降において、D2のデータがかなり離散しているため、精度が 55.2%
に下がった。しかし、後述する原因により、D2 の予測が行わないため、15時以降の予測精度は
15時以前の予測精度と同じ程度に達すると言える。結果として、3割の確率で予測外れが発生す
る恐れがあることが分かった。予測外れは湯切れなどの受電点変動の問題に関連するため、次章

にその対策について述べる。

表 4.6: 15時以前の各範囲に収まる割合

クラスター <µ−σ >µ+σ µ−σとµ+σの間

A1 0 11.9% 88.1%
B1 16.5% 19.6% 62.9%
C1 11.3% 14.5% 74.2%
D1 0 9.1% 90.9%

15時以前の 4つのクラスターA1、B1、C1、D1と 15時以降の 4つのクラスターA2、B2、C2、

D2のそれぞれのタンク内累積湯量許容範囲を図 4.8に示す。
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表 4.7: 15時以降の各範囲に収まる割合

クラスター <µ−σ >µ+σ µ− σとµ+σの間

A2 0 1.8% 98.2%
B2 18.2% 18.3% 63.4%
C2 9.9% 17.2% 72.9%
D2 24.1% 20.7% 55.2%

カレンダーの情報（月と曜日）により、15時以前と 15時以降の二つの時間帯のクラスターをそ
れぞれ取得し、それぞれのタンク内の累積湯量許容範囲が得られる。二つのタンク内の累積湯量

許容範囲を組み合わせることで、1日各時点のタンク内累積容量の許容範囲が得られる。
表 4.2により、二つの時間帯を 4個クラスターでクラスタリングを行った場合では、A1→A2、

B1→B2、B1→C2、C1→B2、C1→C2、D1→D2という６つの過程があり、各過程により組み

合わせたタンク内累積湯量の許容範囲は図 4.9〜4.14で表す。淡い灰色部分は 15時以前で、濃い
灰色部分は 15時以降の許容範囲である。また、貯湯タンクの容量範囲を 1500〜6000Lとする。
図 4.9では、施設が定休日のため、許容範囲は 1日に特に変わりがないことが分かる。図 4.10

と図 4.11から、15時以降の許容範囲を上にシフトすることで、湯切れを発生する恐れを避けるこ
とができることが分かる。図 4.12と図 4.13では、15時以降の許容範囲を下にシフトすることで、
HPWHの生成湯量を減少させる。これは、湯切れが発生しない限り、1日の最終湯量をなるべく
小さくし、次の日の運転計画を影響しないためである。（運転計画の詳細は次章に述べる。）図

4.14はゴールデンウィークや盆休みなどの大型連休のタンク内累積湯量の許容範囲であり、不自
然な形となった。これは大型連休では、給湯需要がかなり多く、二台のHPWHは常に最大負荷運
転モードで運転しているためである。そのため、大型連休においては給湯需要の予測は必要なく、

HPWHを一定のモードで運転させることで、湯切れとタンクの容量超過をある程度抑えられると
考えられる。
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(a) A1 のタンク内累積湯量許容範囲

 0

 2000

 4000

 6000

 8000

 10000

 12000

 0  2  4  6  8 10 12 14 16 18 20 22  0

 V
o
lu

m
e
 [

L]

 Hour 

(b) A2 のタンク内累積湯量許容範囲
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(c) B1 のタンク内累積湯量許容範囲
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(d) B2 のタンク内累積湯量許容範囲
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(e) C1 のタンク内累積湯量許容範囲
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(f) C2 のタンク内累積湯量許容範囲
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(g) D1 のタンク内累積湯量許容範囲
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(h) D2 のタンク内累積湯量許容範囲

図 4.8: 各クタスターのタンク内累積湯量許容範囲
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図 4.9: A1→A2のタンク内累積湯量の許容範囲
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図 4.10: B1→B2のタンク内累積湯量の許容範囲

26



 0

 2000

 4000

 6000

 8000

 10000

 12000

 0  2  4  6  8 10 12 14 16 18 20 22  0

 V
o
lu

m
e
 [

L]

 Hour 

図 4.11: B1→ C2のタンク内累積湯量の許容範囲
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図 4.12: C1→B2のタンク内累積湯量の許容範囲
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図 4.13: C1→ C2のタンク内累積湯量の許容範囲
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図 4.14: D1→D2のタンク内累積湯量の許容範囲
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4.4 本章のまとめ

本章では、給湯需要を事前に予測するため、新たなHPWHの給湯需要分析と予測手法を提案し
た。従来の手法では、HPWHの給湯需要が昼に少なく、夜間に急増するという時間特性を考えな
かったため、夜間になると予測が外れとなり、湯切れが発生しやすかった。そこで、HPWHの給
湯需要の時間特性の分析を行った。給湯需要が 15時から急増するため、時間分割という形で 1日
を 15時を境に二つの時間帯を分けた。 k-mean法を用い、15時以前の累積給湯需要 (14:59:59と
いう時点)と 15時以降の給湯需要 (23:59:59という時点)にそれぞれクラスタリングを行った。先
行研究と同じように、各クラスターとカレンダー情報を関連しやすいため、二つの時間帯のクラ

スター数を 4つと決定した。クラスタリングの結果をもとに、各クラスターの平均値±標準偏差
を予測誤差として、各クラスターの各時点の累積給湯需要の範囲を計算した。そのため、対象日

の月と曜日が分かれば、二つの時間帯の各時点の給湯需要を概ね予測することが可能となった。

また、貯湯タンクの容量制限を考慮し、二つの時間帯の各クラスターの累積給湯需要とタンクの

上下限と合わせることで、タンク内累積湯量の許容範囲の推移が得られた。
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第5章 受電点電力調整手法

本章では、、第 3章に述した検討対象システムにおける受電点の電力を変動を抑制するため、制
御対象のHPWHの最適運転を検討する。第 3章に述べた各モデルと第 4章で示したタンク内累積
許容範囲を用いて、多くの制約条件をかけることで、HPWHの運転計画の最適化を行い、受電点
電力変動の改善効果を示す。その上で、前章に言及した湯切れ対策について述べる。最後に、天

気急変による予測外れが発生する際のHPWHの運転計画の再計画について述べる。

5.1 ヒートポンプ給湯機の運転計画の最適化

本研究では、glpsolを用い、混合整数線形計画問題 (MIP)を計算することで、HPWHの運転計
画の最適化を行う。MIPは線形計画問題において整数制約が追加された問題である。 glpsol (あ
るいはGLPK)はオープンソースの最適化計算のソルバーであり、MIPの計算にも扱えるため、本
研究のソルバーとして用いた。

頻繁な起動・停止は機器寿命に低下させる可能性があるため、本研究でのHPWHの運転周期を
30分とする。そのため、30分を 1コマとし、1日 48コマとなる。
下記の目的関数と制約条件によるMIPを解くことで、HPWHの 30分おきの運転パターンを計

算し、最適な運転計画を決定する。MIPの目的関数は受電点電力、すなわちPVの余剰電力の変動
を抑えるため、1日のその変動の和の絶対値を式 (5.1)で定義し、最小化する。制約条件を式 (5.2)
〜式 (5.12)に示す。 P、V とM iは電力、湯量とHPWHの制御パターンを意味する。式 (5.2)は
PVの出力と運転パターン iの消費電力 Phpwhの差を余剰電力として定義する式である。式 (5.3)
は運転パターン iの生成湯量を加えて累積生成湯量を求める式である。式 (5.4)は累積生成湯量が
最初になしであると規定する式である。式 (5.5)は初期湯量と累積生成湯量の和を前章に述べたタ
ンク内累積湯量範囲に収めるための式であり、式 (5.6)は翌日の運転計画に影響しないよう、貯湯
タンク内の 1日最終湯量を事前に設定した許容範囲に収める式である。式 (5.7)は運転パターン i
の有無を表示する式であり、0の時がHPWHがこのパターンで運転、1の時他のパータンで運転
を意味する。式 (5.8)は 1コマの中に一つの運転モードだけで運転することを規定する式である。
式 (5.9)は HPWHの運転可能時間を規定する式であり、式 (5.12)に示すように、HPWHは 0時
〜9時と 5時半〜24時の二つの時間帯に運転停止状態となる。式 (5.10)は第二章に述べたHPWH
の 6つの運転パターンを意味する。表 5.1に、各 iの際の 2台のHPWHの状態を示す。MIPの目
的関数と制約条件における各変数の解釈が表 5.2にまとめた。
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[目的関数]

min
47∑
t=1

|P t+1
sur − P t

sur| (5.1)

[制約条件]

P t
sur = P t

pv −
5∑

i=0

(M i,t × P i
hpwh), t ∈ T (5.2)

V t
prod = V t−1

prod +

5∑
i=0

(M i,t × V i
hpwh), t ∈ T (5.3)

V 0
prod = 0 (5.4)

V t
low ≤ Vinit + V t

prod ≤ V t
up, t ∈ T (5.5)

Vl.set ≤ Vinit − µ48 + V 48
prod ≤ Vu.set (5.6)

M i,t ∈ {0, 1} (5.7)

5∑
i=0

M i,t = 1, t ∈ T (5.8)

M0,t = 1, t ∈ K (5.9)

i = {0,・・・, 5} (5.10)

T = {1,・・・, 48} (5.11)

K = {k = Z|1 ≤ k ≤ 18, 36 ≤ k ≤ 48} (5.12)

表 5.1: HPWHの運転パターン

i HPWH 1 HPWH 2
0 停止状態 停止状態

1 省エネ運転モード 停止状態

2 最大負荷運転モード 停止状態

3 省エネ運転モード 省エネ運転モード

4 省エネ運転モード 最大負荷運転モード

5 最大負荷運転モード 最大負荷運転モード
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表 5.2: MIPにおける変数の解釈

変数 解釈

P t
sur tでの PVの余剰電力（受電点電力）[kW]
P t
pv tでの PVの出力電力 [kW]

M i,t tにおける各HPWH運転パターン iの有無状況 (0 or 1)
P i
hpwh HPWH運転パターン iの消費電力 [kW]

V i
hpwh HPWH運転パターン iの生成湯量 [L]
V t
prod tでの累積生成湯量 [L]
V t
low tでのタンク内累積湯量範囲の下限 [L]
V t
up tでのタンク内累積湯量範囲の上限 [L]

Vl.set 事前に設定した 1日の最終湯量の許容範囲の下限 [L]
Vu.set 事前に設定した 1日の最終湯量の許容範囲の上限 [L]
Vinit 1日の初期湯量 [L]
µ48 t=48の際の属するクラスターの平均給湯需要 [L]
i HPWHの 6つの運転パターン
T 1日 48コマ
K 運転停止時間

図 5.1は上記MIPによる HPWHの運転計画最適化の概要である。 HPWHの運転は夜間に追
い焚きが発生するという最悪の場合でも、夜 10時以降基本的に運転しないため、貯湯タンク内の
湯量が翌日の朝まで一定になると言える。そのため、夜 10時から翌日のHPWHの運転計画を策
定し始める。翌日の天気予報から翌日の天気情報（外気温、各時点の PV予測）が得られる。外
気温をHPWHのモデルに導入することで、その外気温の場合のHPWHの六つのパターンの消費
電力と生成湯量が得られる。翌日の日付により属するクラスターを調べ、そのクラスターのタン

ク内累積湯量の許容範囲（生成湯量の標準偏差を含む）を得る。夜 10時から翌日の朝までタンク
内の湯量が変わらないため、当日の最終湯量を翌日の初期湯量としする。翌日の最終湯量の許容

範囲とHPWHの運転可能時間は変数を変更することで自ら設定可能である。最後に、HPWHの
各パターンの消費電力と生成湯量、タンク内許容範囲、翌日の PV予測、設定した翌日最終湯量
の許容範囲と運転可能時間、当日の最終湯量をMIPの変数として、最適化を行うことで、翌日の
HPWHの運転計画（48コマのHPWHの運転パータン）が得られる。

HPWHモデル

クラスタリング結果

各パターン
の消費電力
と生成湯量

タンク内
累積湯量
許容範囲

翌日の外気温

翌日のPV予測

翌日の日付

翌日の最終湯量
　の許容範囲

当日の最終湯量

運転可能時間

運転計画の
　最適化
 (MIP)

各コマの運転
　パータン

図 5.1: MIPによる運転計画最適化
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5.2 湯切れ対策

前章に述べたように、時間分割クラスタリングによる給湯需要予測では、3割の確率で予測外れ
が発生する恐れがある。本節では、時間分割クラスタリングの結果をもとに、予測外れが発生し

た場合に最も好ましくない湯切れへの対策を提案した。

実データを用いて、15時以前の累積給湯需要と属するクラスターの平均給湯需要との比率と 15
時以降の比率との関連性を調べた。図 5.2〜図 5.5に、B1→ B2、B1→ C2、C1→ B2、C1→ C2

という 4つの過程の比率の関連性を示す。
二つの時間帯の比率について、一次式による近似を試みた。近似式を式 (5.13)とし、各過程の

パラメータは表 5.3に示す。 Pafter、Pafterはそれぞれ 15時以前と 15時以降の累積給湯需要と属
するクラスターの平均給湯需要との比率を意味する。

Pafter = a× Pbefore + b (5.13)
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図 5.2: B1→B2の比率の関連性
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図 5.3: B1→ C2の比率の関連性
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図 5.4: C1→B2の比率関連性
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図 5.5: C1→ C2の比率関連性

表 5.3: 各過程の一次近似式のパラメータ

過程 a b
B1→B2 0.082 0.92
B1→ C2 -0.033 1.014
C1→B2 -0.006 1.021
C1→ C2 0.252 0.765
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湯切れ対策では、15時までHPWHを運転計画通りに運転させ、15時という時点で、15時まで
の累積給湯需要の実測値 Vbefore−realを上記の属する過程の一次近似式による式 (5.14)に代入する
ことで、15時以降の累積給湯需要 Vafter−predictを予測する。 µbeforeと µafter はそれぞれ対象日

の二つの時間帯が属するのクラスターの平均値を表す。

Vafter−predict = (a×
Vbefore−real

µbefore
+ b)× µafter (5.14)

15時以前の累積給湯需要の実測値と 15時以降の累積給湯需要の予測値の和を運転計画通りに運
転する場合の最終タンク内累積湯量と比較することでHPWHを運転計画のままで運転させれば湯
切れが発生するかどうか判断する。図 5.6のように、湯切れが発生しないと判断した場合、HPWH
を元の運転計画で運転させ、図 5.7のように、湯切れが発生する恐れがある場合、下記のような新
たなMIPで 15時以降の運転を再計画する。
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図 5.6: 最終タンク内累積湯量が 15時以前の累積給湯需要の実測値と 15時以降の累積給湯需要の
予測値の和より多い場合
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図 5.7: 最終タンク内累積湯量が 15時以前の累積給湯需要の実測値と 15時以降の累積給湯需要の
予測値の和より少ない場合
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新たなMIPの目的関数と制約条件を式 (5.15) 〜式 (5.26)に示す。前節のMIPと異なる式につ
いて説明する。式 (5.19)は 5時から〜22時まで各コマの給湯需要が等しいと仮定し、115時以降
累積給湯需要の予測値を平均し、得られた値を各コマの給湯需要とし、湯切れと容量超過を発生

させないための式である。式 (5.20)は予測値を給湯重要とし、1日の最終湯量を設定範囲に収め
る式である。式 (5.25)は時間範囲を 15時以降に設定した式である。また、追加した変数は V t

tank

が tでの貯湯タンク内の湯量、Vpreが 15時以降の累積給湯需要の予測値である。

[目的関数]

min

47∑
t=31

|P t+1
sur − P t

sur| (5.15)

[制約条件]

P t
sur = P t

pv −
5∑

i=0

(M i,t × P i
hpwh), t ∈ T (5.16)

V t
prod = V t−1

prod +

5∑
i=0

(M i,t × V i
hpwh), t ∈ T (5.17)

V 30
prod = 0 (5.18)

1500 ≤ V 31
tank + V t

prod − Vpre ×
t− 30

14
≤ 6000, t ∈ T (5.19)

Vl.set ≤ V 31
tank − Vpre + V 48

prod ≤ Vu.set (5.20)

M i,t ∈ {0, 1} (5.21)

5∑
i=0

M i,t = 1, t ∈ T (5.22)

M0,t = 1, t ∈ K (5.23)

i = {0,・・・, 5} (5.24)

T = {31,・・・, 48} (5.25)

K = {k = Z|36 ≤ k ≤ 48} (5.26)

36



5.3 シミュレーション

シミュレーションでは受電点電力変動を抑制できるHPWHの運転計画の策定のため、第二章に
述べた一年分の PVの出力のデータを PVの出力の予測として使用した。本章に提案した手法の
効果を評価するため、下記四つのケースでHPWHの運転の年間シミュレーションを行い、結果を
比較した。

Case 1 HPWHを制御しない

貯湯タンク内の湯量が 2000L以下になった場合、2台のHPWHを最大負荷運転モードで運
転させる。湯量が 5000L以上になった場合、2台のHPWHを運転停止させる。

Case 2 HPWHが昼間に同じ消費電力で運転

HPWHの運転最適化を行わず、単に毎日の 8:30〜16:00に一台のHPWHを省エネ運転モー
ドで運転させる。湯切れが発生する恐れがある際に、2台のHPWHを最大負荷運転モード
で運転させる。

Case 3 HPWHが先行研究のクラスタリングによるタンク内累積湯量許容範囲を制約条件とし最
適化による運転計画通りに運転

第 4章に述べた先行研究のクラスタリングによるタンク内累積湯量許容範囲を本章に述べ
たMIPの一つの制約条件として、最適化することで、1日の HPWHの運転計画を策定す
る。また水曜日は施設の定休日であるため、2台のHPWHを停止状態にさせる。ゴールデン
ウィークと盆休みには前述したようにタンク内累積湯量許容範囲が制約条件として非常に厳

しいため、一台のHPWHを最大負荷運転モードで運転させる。他の日には、HPWHを運転
計画通りに運転させる。Case 1と同じ、湯切れが発生する恐れがある際に、2台のHPWH
を最大負荷運転モードで運転させる。　　　　　　　

Case 4 HPWHが本研究で提案したクラスター分析によるタンク内累積湯量許容範囲を制約条件
とし最適化による運転計画通りに運転

第 4章に提案した新たなクラスタリングによるタンク内累積湯量許容範囲を制約条件とす
る。他の条件は Case 2と同じとする。　　　　　　　

Case 5 HPWHが本研究で提案したクラスター分析によるタンク内累積湯量許容範囲を制約条件
とし最適化による運転計画通りに運転+湯切れ対策

Case 3の条件にさらに湯切れ対策を追加する。 15時に 15時以降湯切れの発生する可能性
を判断するステップがある。

HPWHの年間給湯需要は対象温泉施設の 2017年度の年間給湯需要を用いた。Case 1の受電点
電力変動のヒストグラムは図 5.8に示す。横軸は受電点電力変動 (∆Psur=P t

sur-P t−1
sur )、縦軸はその

区間にあるデータの数である。 [0,1]にデータの数が非常に多いのは、夜間にPVの出力とHPWH
の消費電力ないためである。受電点電力変動をより良く評価するため、∆Psur = 0を外すことにし
た。∆Psur = 0を外した後のCase 1〜Case 5のヒストグラムは図 5.9〜図 5.13に示されている。

Case 1では、ベースケースとして、HPWHの運転時間はPVの出力時間と合致しないため、受
電点電力変動は非常に激しいことが分かった。Case2とCase3の比較から、PVの出力と合わせ、
MIPによる HPWH最適化を行った結果、受電点変動の分布が正規分布の形と類似することが分
かった。夜間に湯切れが発生した場合、停止→最大負荷運転モード→停止という形で運転するた
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め、ヒストグラムの左側と右側のデータの数から、湯切れの頻度が確認できる。 Case 3〜5の比
較は、湯切れ発生する頻度が新たに提案したクラスタリングと湯切れ対策ににより、減少してい

ることを示した。
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5.4 天気急変によるヒートポンプ給湯機の運転計画の再計画の検討

前節に既知の PVの出力のデータを PVの出力予測とし、実際の PVの出力が予測と一致する
と仮定し、年間シミュレーションを行った。しかしながら、PVの出力予測はかなり難しく、天気
の急変により、実際の PVの出力が必ずしも予測と一致するわけではない。そのため、本節では、
天気急変などの事態により PVの出力が大きく変動した場合に、受電点電力を PVの出力ととも
に急激に変動させないためのHPWHの運転計画の再計画について検討した。
天気急変の状況をシミュレーションするため、既知の一年分の PVの出力のデータから代表的

な天気がある 1日の PVの出力のプロファイルを抽出した。
抽出された日の日付と天気を共に図 5.14に示す。
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図 5.14: 代表的な天気の日の PVの出力プロファイル
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上記の代表的な PVの出力のプロファイルを組み合わせることで、天気急変が発生した 1日の
PVの出力のプロファイルを作成し、新たな PVの出力予測とする。 PVの出力は前日の予測から
外れてしまうため、HPWHの新たな運転計画を策定する必要がある。そこで、新たなの PVに出
力予測を元に、天気急変が発生した時点で下記のMIPより運転計画の再計画を行う。 t=mで、天
気急変と仮定する。MIPの目的関数と制約条件を式 (5.29) 〜式 (5.40)に示す。開始時間とタン
ク内累積湯量許容範囲だけは前述のMIPと異なる。 t=mで、天気急変と仮定するため、開始時
間とする。仮に 14時に天気急変がが発生する場合のタンク内累積湯量許容範囲の変化を図 5.15に
示す。淡い灰色部分は元の許容範囲であり、濃い方は変化した後の許容範囲を表す。許容範囲の

上限と下限は式 (5.27)と式 (5.28)が表すように全体的に下にシフトする。

V t
low−after = V t

low−before − µm (5.27)

V t
up−after = V t

up−before − µm (5.28)
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図 5.15: 天気急変によりタンク内累積湯量許容範囲の変化

[目的関数]

min
47∑

t=m

|P t+1
sur − P t

sur| (5.29)

[制約条件]

P t
sur = P t

pv −
5∑

i=0

(M i,t × P i
hpwh), t ∈ T (5.30)

V t
prod = V t−1

prod +

5∑
i=0

(M i,t × V i
hpwh), t ∈ T (5.31)

V m
prod = 0 (5.32)

V t
low ≤ Vinit + V t

prod ≤ V t
up, t ∈ T (5.33)
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Vl.set ≤ V m
tank − µ48 + V 48

prod ≤ Vu.set (5.34)

M i,t ∈ {0, 1} (5.35)

5∑
i=0

M i,t = 1, t ∈ T (5.36)

M0,t = 1, t ∈ K (5.37)

i = {0,・・・, 5} (5.38)

T = {m,・・・, 48} (5.39)

K = {k = Z|m ≤ k ≤ 18, 36 ≤ k ≤ 48} (5.40)

上記のMIPを用いて、各天気急変における HPWHの運転計画の再計画を行った。 HPWHが
再計画による運転計画通りに運転と元の運転計画通りに運転という二つの場合の 1日中の受電点
電力変動をシミュレーションし、結果を比較した。シミュレーションでは、初期湯量を 2000Lと
し、給湯需要が 2017年のその日の給湯需要を使用した。また、9時以前PVの出力が少ないため、
元のPVの出力による運転計画でもHPWHが稼働しない時が多い。そのため、本研究では天気急
変が発生した際に最も PVの出力変動が激しい正午 (12時半)を急変開始時間として検討した。晴
れ→曇り、晴れ→雨、晴れ→晴れ時々曇り、曇り→晴れ、曇り→雨、雨→晴れ時々曇りの元の運転

計画と再計画の運転計画による HPWH運転の比較を図 5.16〜図 A.2に示す。紫色の柱状図は元
のPVの出力、青色のは天気急変の後のPVの出力、緑色のはHPWHの消費電力、赤色のは受電
点電力である。線図にタンク内の湯量の変化を示す。なお、 他の天気急変におけるHPWH運転
の比較については付録に収録した。

表 5.4に各天気急変における運転計画の再計画の効果をまとめた。元のPVの出力が多い場合で
は、再計画によるHPWHの運転は元の計画によるHPWHの運転と比べて、かなり受電点電力変
動を抑えられることが分かった。逆潮流の場合はもちろん、順潮流となった場合でも、受電点電

力を一定範囲内に保持できたことを確認した。しかしながら、元の PVの出力が少なく、一台の
HPWHの省エネ運転モードの消費電力より少ない場合、元の運転計画では、昼間に一台のHPWH
を省エネ運転モードで運転させるという傾向がある。加えて、省エネ運転モードの生成湯量が少

ないため、HPWHの運転開始時間も他の場合より早いという傾向もある。そのため、午後に天気
急変が発生した際に、貯湯タンクの中にすでに多くのお湯が貯められ、再計画による運転計画で

も、一台のHPWHが省エネ運転モードで運転という状態を保持するだけである。この場合、再計
画による運転計画の効果が軽微であると言える。雨の日のような PVの出力が少ない日では、再
計画する必要がない可能性があることが分かった。
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(a) 元の運転計画で運転する場合
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(b) 再計画の運転計画で運転する場合

図 5.16: 12時半に晴れ→曇りにおける元の運転計画と再計画の運転計画によるHPWH運転の比較
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図 5.17: 12時半に晴れ→雨における元の運転計画と再計画の運転計画によるHPWH運転の比較
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(b) 再計画の運転計画で運転する場合

図 5.18: 12時半に晴れ→晴れ時々曇りにおける元の運転計画と再計画の運転計画による HPWH
運転の比較
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(a) 元の運転計画で運転する場合
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(b) 再計画の運転計画で運転する場合

図 5.19: 12時半に曇り→晴れにおける元の運転計画と再計画の運転計画によるHPWH運転の比較
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(b) 再計画の運転計画で運転する場合

図 5.20: 12時半に曇り→雨における元の運転計画と再計画の運転計画によるHPWH運転の比較
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(b) 再計画の運転計画で運転する場合

図 5.21: 12時半に雨→晴れにおける元の運転計画と再計画の運転計画によるHPWH運転の比較
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表 5.4: 各天気急変における運転計画の再計画の効果

Before
After

晴れ 曇り 雨 晴れ時々曇り

晴れ 効果あり 効果あり 効果あり

曇り 効果あり 効果あり 効果あり

雨 効果なし 効果なし 効果なし

晴れ時々曇り 効果あり 効果あり 効果あり

5.5 本章のまとめ

本章では、受電点電力変調整手法について検討した。受電点電力変動を抑制するため、HPWH
の運転を PVの出力変動に合わせることを考え、第 4章で提案したクラスタリングの結果を用い、
MIPによる HPWHの運転最適化手法を提案した。その上で、第 4章に示した予測外れによる湯
切れへの対策を提案した。ベースケースなどのケースと比較することで、受電点電力の変動と湯

切れ対策の効果を示した。最後に、天気急変により PVの出力が大きく変動してしまう場合に対
して、HPWHの運転計画の再計画を行った。再計画の効果は晴れ、曇り、雨、晴れ時々曇りの四
つの代表的天気による組合せの天気急変を通じ、評価を行った。元の PVの出力が多い場合では、
効果が顕著であることが分かった。
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第6章 結論

6.1 本研究の成果

本研究では、太陽光発電や風力発電などの変動型再生可能エネルギーの導入拡大と需給調整市

場の開設という現状を踏まえ、太陽光発電と業務用ヒートポンプ機器を利用した受電点の電力調

整手法について、検討を行った。需要家からの逆潮流が調整力として需給調整市場に参入するた

めには、受電点における電力の変動幅がなるべく小さいことが望ましい。受電点へ流れる太陽光

発電の余剰電力の変動を抑制するため、本研究では業務用ヒートポンプ給湯機を太陽光発電の出

力と合わせるような運転計画を策定手法を提案した。

まず、ヒートポンプ給湯機の運転計画を策定するため必要な給湯需要の分析について先行研究

の手法を参考しつつ、時間分割クラスタリングという新たな分析手法を提案した。先行研究に 1
日の累積給湯需要のベクトルでクラスタリングを行ったが、結果がベクトルの大きさに影響され

たため、この結果を用いた給湯需要の予測は外れる可能性がある。また、太陽光発電の出力は主

に昼間に発生しており、一方、多くの需要家の給湯需要が夜間に発生するため、太陽光発電の出

力とヒートポンプ給湯機の給湯需要は時間的に一致しない場合が多い。太陽光発電の出力と給湯

需要の時間特性の分析を行い、給湯需要は 15時から顕著に急増することが分かった。そのため、
15時という時点を境に 1日を 15時以前と 15時以降という二つの時間帯を分割し、各時間帯の最
終累積給湯需要でそれぞれ k-means法によるクラスタリングを行った。各クラスター数における
結果を比較し、運用上の有用性からクタスター数を 4個と決定した。クラスター数が４個の際の
クラスタリング結果により、対象日は月と曜日が分かれば、属するクラスターの平均値±標準偏
差という範囲で各時間帯の累積給湯需要を概ね予測可能となった。また、貯湯タンクの容量限界

を考え、運転の際に湯切れあるいは容量超過などのことが起きないように、タンク内累積湯量の

推移範囲を採用した。二つの時間帯のそれぞれのタンク内累積湯量の範囲を組み合わせることで、

運転計画最適化する際に必要な 1日のタンク内累積湯量の範囲を獲得できる。
次は、先行研究から獲得された業務用ヒートポンプ給湯機の消費電力と加熱能力モデルと以上

の解析から得られたタンク内累積湯量の範囲を用い、運転計画最適化手法を提案した。既知の太

陽光発電の出力データを予測として、一日中のその出力とヒートポンプ給湯機の消費電力との差

である受電点電力変動の和の絶対値を最小することを目的関数とし、タンク内累積湯量の範囲、運

転時間、最終湯量などの制約条件をかけ、MIPによる運転計画の最適化について検討した。なお、
給湯容量の予測外れに対して湯切れ対策を提案した。 15時以前と 15以降の二つの時間帯の累積
給湯需要の実データを用いて、二つ時間帯の給湯需要と属するクラスターとの比率の関連性を調

べ、一次近似を行った。その一次近似式を用い、15時以降の累積給湯需要を予測し、夜間に湯切
れが発生するかどうか判断し、湯切れの恐れがある場合では、再計画することで、湯切れを回避

するという方式を提案した。多くのケースで年間シミュレーションを行い、結果を比較すること

で、提案した受電点電力調整手法と湯切れ対策の有効性を示した。

最後に、天気急変が発生する場合、業務用ヒートポンプ給湯機の運転計画の再計画について検

討した。代表的な天気である晴れ、曇り、雨、晴れ時々曇りの太陽光発電のプロフィールを利用

し、組み合わせることで、天気急変の状況をシミュレーションを行い、再計画の効果を評価した。

元の PVの出力は多い場合では、効果が顕著であることが確認された。

48



6.2 今後の課題

本研究では、検討対象が一つの需要家であるため、提案した手法を用い、受電点電力変動に対し

てどの程度の効果を与えることが確認されたが、調整力として需給市場へ参入するに容量が足り

ないというのは現状である。そのため、各需要家をアグリゲータすることで、群制御として、提

案した手法で各需要家の受電点電力を調整し、安定な調整力を提供できるかどうかを検討する必

要がある。

また、提案した手法の一般性について検討する必要がある。本研究では、制御対象が 2台の業
務用ヒートポンプ給湯機だけのため、提案した手法を用いて、家庭用ヒートポンプ給湯機などの

他の制御対象あるいは、他の制御対象と合わせて複数種の機器を利用することで、受電点電力調

整への有効性について検討する必要がある。
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付 録A 天気急変における異なるヒートポンプ給

湯機の運転の運転計画による受電点変動

の比較

第 5章では、天気急変が発生した際に、HPWHの運転計画の再計画について検討し、晴れ→曇
り、晴れ→雨、晴れ→晴れ時々曇り、曇り→晴れ、曇り→雨、雨→晴れ時々曇りという 6つのの過
程における元の運転計画と再計画の運転計画によるHPWH運転の比較を示した。ここにて、残っ
た曇り→晴れ時々曇り、雨→晴れ、雨→曇り、晴れ時々曇り→晴れ、晴れ時々曇り→曇り、晴れ

時々曇り→雨という 6つのHPWH運転の比較を図A.1〜図A.6に示す。
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(a) 元の運転計画で運転する場合
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(b) 再計画の運転計画で運転する場合

図 A.1: 12時半に曇り→晴れ時々曇りにおける元の運転計画と再計画の運転計画によるHPWH運
転の比較
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(a) 元の運転計画で運転する場合
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(b) 再計画の運転計画で運転する場合

図 A.2: 12時半に雨→晴れにおける元の運転計画と再計画の運転計画によるHPWH運転の比較
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(a) 元の運転計画で運転する場合
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(b) 再計画の運転計画で運転する場合

図 A.3: 12時半に雨→曇りにおける元の運転計画と再計画の運転計画によるHPWH運転の比較
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(a) 元の運転計画で運転する場合
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(b) 再計画の運転計画で運転する場合

図 A.4: 12時半に晴れ時々曇り→晴れにおける元の運転計画と再計画の運転計画によるHPWH運
転の比較
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(a) 元の運転計画で運転する場合
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(b) 再計画の運転計画で運転する場合

図 A.5: 12時半に晴れ時々曇り→曇りにおける元の運転計画と再計画の運転計画によるHPWH運
転の比較
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(b) 再計画の運転計画で運転する場合

図 A.6: 12時半に晴れ時々曇り→雨における元の運転計画と再計画の運転計画による HPWH運
転の比較
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